





















































































































































































































































































































































8210 332 0．96 340 1．00
8218 229 0．92 379 0．88
　表2　流域面積と雨量ピークから流量ピークまでの時間．
Tab1e2Areas　of　the　drainage　basins　and　the　time　fエom　the　rainfall　peak　to　the
　　　dischaエge　peak．
A流域 B 流域
流域面積 254k諭 927k蒜
8ユ15 2．5時問 4．5時間
台
風
番
号
82ユ0 2 4．5
8218
3
．
5
2
．
5
3．5
で0．5が付く．（例えば8時に雨量の最大値が記録されていれば7時30分が雨量ピークの時刻
と考える）よって到達時間丁、は上表Tgの2倍と仮定してA流域でT。：5時間，B流域
で8時間と決めた．こうして2流域×3台風：6ケースについて時々刻々の到達時問流出率
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を求めた．
　ω　到達時問流出率f1の降雨強度に対する関係
　解説は図4，実例はA流域：図7，B流域：図8に示す． 図7では横軸に3時問平均の降
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図7
Fig．7
A流域における降雨強度に対する到達時間流出率．矢印は時間の経過を示す．
TCrunoffcoefficientagainstthera㎞fa工1intensityinABasirl．
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図8
Fig．8
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B流域における降雨強度に対する到達時問流出率．矢印は時間の経過を示す．
TC　runoff　coefficient　against　the　rainfa1l　intensity　in　B　Basin．
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雨強度を1時問ずらしてある．すなわちf’（t）を縦軸に（r（t－3）十r（t－2）十r
（t－1））／3　を横軸にプロットした点の時問経過を示す．図8では横軸に4時間平均の
降雨強度を2時問ずらしてある．すなわちf’（t）を縦軸に（r（t－5）十r（t－4）十r
（t－3）十r（t－2））／4を横軸にプロットしてある．矢印は時問経過を示す．時間雨
量は変動が激しすぎて横軸とするのに不適切，到達時間内雨量強度をとると平滑化されすぎ
る傾向がみられたので，Tgに近い値として上のように横軸のスケールを選んだ．図中の大
きい言己号は流量ピークに対する到達時問流出率を示し，合理式の流出係数と同じ定義のもの
である．図8においてその少し上に離してプロットされた点はダム調節分を補正したもので
ある．結果は，
　（a〕全般的に右上りになる．つまり降雨強度が強いほど到達時問流出率は大きくなる．
　　　流域平均降雨強度10mm／時間前後f’＝0．5，
　　　　　〃　　　・　20mm／時間前後f’＝0．8．
　流域平均雨量強度30mm／時前後でf’＝0．9といえるだろうか．
（b〕降雨強度が弱まった時，左下りすなわち可逆的に到達時問流出率が減る場合と，左上り
すなわち図4MNで示した傾向を持つ場合とがある．
　lC〕降雨強度が変らないで何時問か継続すると到達時間流出率はゆっくり増加を続けること
は図8・8115にみられる通りである．
ld〕少し細かくみると，降雨強度が一様に増す8210では，しり上がりにf’が増して行き
強度30㎜／hでf’＝0．9を越える．これは後方集中型の三角ハイエトグラフでは容易に到
達時問流出率f’が増す傾向を示すものであろう．
le）2山洪水の場合は後方の方がf’が大きい．　例1図7．8218
　（2）到達時問流出率f’の累加雨量に対する関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　解説は図5，実例はA流域：図9，B流域：図10に示す．図9では横軸に累加雨量　Σr（τ），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τ＝o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t－4縦軸にf’（t）を目盛ってある、図10では横軸を4時間前までの累加量 Σ　r（τ）としてある．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τ＝o
B流域では河道による遅れ効果を考慮したからである．図中の矢印は時間の経過を示す．図
中の大きい記号は流域ピークに対する到達時間流出率を示し，合理式の流出係数と同じ定義
のものである．図10においてその少し上に離してプロットされた点はダムによる調節を補正
したものである．
la）すべての矢印は右へ動く．全般的に右上りになる．つまり累加雨量が多いほど到達時問
流出率は大きくなる．流域平均累加雨量が，
　　　150～200mmで　f’：0．5～0．7
　　　250～300㎜でf’：O．8～0，9
といえるだろうか．
（b）2点の水平距離はこの時間間隔の降雨強度である．問隔がつまった所ではf’が増す傾
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Fig．9
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A流域における累加雨量に対する到達時問流出率．矢印は時間の経過を示す．
TC　mnoff　coefficient　against　the　accumulated正ainfa11in　A　Basin．
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図10　B流域における累加雨量に対する到達時問流出率．矢印は時間の経過を示す．
Fig．10TC　runoff　coefficient　against　the　accumu1ated　rainfa11in　B　Basin．
向がみられる．図5でも説明した点で，極端な場合は到達時間流出率が無意味になる．
（c〕図9で8115を降雨量で約100㎜左へずらすと8210とよく重なる．初期の雨量の算
入のし方には注意を要する．この両洪水は右端で急に上昇する．図5でみるようなKLMと
いう変化傾向だろうか．それに対し8218はK亡M’N1という傾向に対応するものだろうか．
（d〕少し細かくみると右上りの傾向が段状に上っている．これは当センター大型降雨実験施
一12一
到達時間流出率による合理式流出係数の検討一木下
設での流出実験でもみられた結果であるが（木下・中根，1977），現象の規模が極端にちが
うので両者の類似性について早急な結論はひかえたい．
　（3〕まとめ
　合理式で用いる流出係数の意味を拡張した到達時問流出率を実際のデータに基づいて求め，
降雨強度・累加雨量（ともに流域平均値）との対応で解釈を試みた．両流域では大まかに，
表3　降雨強度と累加雨量とによる到達時間流出率．
Tab1e3TCエunoff　coefficient　against　tl1e　ra㎞fa11intensity
　　　and　the　accumu1ated　rainfa11．
　　　累加雨量
降雨強度
20mm／h
30mm／h
150～200mm
約　O．5
約　O．7
250～300mm
約　0．8
約　0．9
と言えるようである．この例に示したものよりさらに大雨になればf’＝1となることが十
分予想される．今後雨の降り方など水文要素と関係して至1」達時問流出率の増加の傾向をさら
に詳しく調べる必要がある．
4．結論
筆者は到達時問流出率を提案し，それが雨の降り方によりどのように変るかを概略調べた．
最近の防災構造物の計画に用いる外カとして200年確率というような経験したことのない豪
雨を採用しているが，このときにこれまでの経験された流出率・流出係数で十分であるかは
わからない．しかも（1）式に示すように流出係数と雨量とは同じ程度に流量推定精度に効いて
くる．少ないデータでこれらのことに結論づける一っの方法を提案したわけで，この結果は
将来は大きな流出係数を豪雨災害対策に用いる必要を示唆している．
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